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大阪市では、平成１４年度から精神科病院の社会的入院の解消のため、地域生活移行支援事業を開始す
るなど地域移行支援を推進してきた。平成30年度からは地域生活移行推進事業として継続している。また、平成
２３年度からピアサポーター養成や修了者会活動支援にも取り組んできた経過がある。さらに、にも包括の構築に
向け、令和２年度には保健・医療・福祉関係者による協議の場として「精神障がい者地域生活支援部会」を設
置し、課題検討と施策審議を進めている。

精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築支援事業
自治体情報シート（令和８年度）

大阪市における「精神障がいにも対応した
地域包括ケアシステム」の構築

大阪市
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１ 基礎情報

基本情報（都道府県等情報）大阪市（24区）

取組内容

【人材育成の取り組み】

・ピアサポーター養成講座、交流会の実施

・関係機関職員への研修

【精神障がい者の地域移行の取り組み】

・地域移行支援に向けた入院患者に対する個別支援の充実

・ピアサポーターによる啓発講座（地域交流会）

・精神科病院への啓発

【地域包括ケアシステムの構築に向けた取り組み】

・保健・医療・福祉関係者による協議の場の開催
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2 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

/
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３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

平成１４年度 大阪市精神障がい者地域生活移行支援事業開始
精神科病院からの推薦があり退院を希望する精神障がい者に対して、こころの健康センター
が実施する選定会議で対象者を決定し自立支援員（大阪市が委嘱した精神障がい者地域生活
支援センター）が退院促進を支援する。

平成１５年度 精神障がい者退院促進事業が国庫補助対象事業となる
平成２０年度 精神障がい者地域移行支援特別対策事業により、次の取り組みを開始

○地域体制整備コーディネーターの配置（平成２４年度で終了）
・入院者の退院意欲の醸成等の働きかけ
・精神科病院との連携
・地域の支援機関との関係構築

○ピアサポート事業
・ピアサポーターの養成
・ピアサポーターによる啓発活動

○体験宿泊事業（平成２４年度で終了）
・退院促進支援利用者が退院にむけて地域のグループホーム等で宿泊体験を行う

平成２５年度 障害者総合支援法制定により
○精神科病院からの相談窓口を区精神保健福祉相談員とし現行体制に変更
○こころの健康センターが区精神保健福祉相談員への技術支援、ピアサポーターの養成、
ピアサポーター活動の拡充、精神科病院への啓発を実施する。

平成３０年度 保健・医療・福祉関係者による協議の場の構築に向けた検討
地域生活移行推進事業（大阪市独自事業）開始

令和２年度 「精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築に係る保健・医療・福祉関係者による協議
の場」の設置

/
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４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステム構築に資する取組の成果・効果

＜令和７年度までの成果・効果＞

課題解決の達成度を測る指標 目標値
（R７年度当初）

実績値
（R７年度）

具体的な成果・効果

①(1)地域生活移行推進事業の利用者数
  (2)地域移行支援による地域移行者数

10人
20人

９人
９人

地域生活移行推進事業利用者は９人中３人が地域移行
支援の申請へつながった。

②ピアサポーターの育成と活動支援
（1）支援者研修
（2）養成講座
（3）ピアサポーター交流会
（4）ピアサポーターによる啓発

－ (1)参加者33人
(2)修了者19人
(3)4回実施、参
加者延62人
(4）市民講座・家
族教室での発
表48回

（1）年1回、事業所等にて精神障がい者を支援する職員
に対してピアサポーターの役割と活用等に関する研修を
行う
（2）年1講座(全8回)を実施し、ピアサポーターを養成する

（3）養成講座を修了したピアサポーターに対するフォロー
アップ研修及び交流の場を提供
（4）ピアサポーターによる啓発
・市民講座、家族教室等での体験談発表
・冊子「みんなの語り※」 発行（２年に１回）
※養成講座修了者の体験談集

③地域包括ケアシステムの構築に向けた協議の場
の開催

２回 ３回 学識経験者、当事者関係団体、医療関係団体、福祉関係
団体を構成員として、課題を検討し、施策審議を進めた

④関係職員への支援
(1)区精神保健福祉相談員、保健師等への技術支援
(2)訪問看護・居宅支援事業所等対象の研修

－ (1)技術支援13
件、研修延352
名
(2)研修５回、参
加 計63人

(1)地域移行等に関する相談事例の対応やケア会議への
出席、区精神保健福祉相談員等への研修、技術支援を
実施

(2)訪問看護、居宅支援事業所等で精神保健福祉業務に
従事する職員を対象に研修を実施

⑤大阪府、堺市との連携・コーディネート機能
(1)地域移行担当者連絡会議

(2)大阪府の地域精神医療体制整備広域コーディ
ネーターとの病院訪問

－ (1)年1回参加
(2)同伴病院訪
問15回

(1)大阪府下の取り組み状況を把握し広域的な課題につ
いて検討し連携を図る場

(2)市民の多くが府内病院に入院していることから、地域
移行の啓発等病院との円滑な連携推進となる
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５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた現時点における強みと課題

【特徴（強み）】
・地域包括ケアシステムの構築に向けた協議の場の開催 ・精神障がい者を支援する専門機関や事業所などの社会資源がある。
・身近な区役所で従来より、精神保健の課題も含んだ区民、精神障がい者、家族を対象とした精神保健、医療相談、社会復帰に関する相談を行っている。
・ピアサポーターの養成と修了者活動支援を行っている。 ・大阪府と円滑な連携体制がある。

課題 課題解決に向けた取組方針 課題・方針に対する役割（取組）

退院意欲の低下により地域移行支
援に繋がりにくい方への意欲喚起
が必要である

・退院可能な長期入院者に対して、地域
移行支援に繋げるまでの個別支援（委
託事業：地域生活移行推進事業）
・ピアサポーターも個別支援に参加

行政 対象者の選定や調整、交通費の補助

医療 対象者の推薦・事業への協力

福祉 ピアサポーター養成講座へ案内や事業実施

その他関係機関・住民等

地域移行者数が目標値を下回る

・地域生活移行推進事業の周知
・ピアサポーター養成と修了者活動支援

・ピアサポーターと協働での精神科病院
への啓発活動（講演、茶話会等）
・大阪府との連携推進
・保護課との個別支援の協働

行政 精神科病院や地域支援者への啓発

医療 啓発活動の活用、地域移行支援への協働

福祉 保護課からのケース連携

その他関係機関・住民等

※指標設定が困難な場合は、代替指標や定性的な文言でも構いません。

課題解決の達成度を測る指標
現状値

（Ｒ８年度当初）
目標値

（Ｒ８年度末）
見込んでいる成果・効果

①精神障がい者地域生活支援部会の開催 － ３回 学識経験者、当事者関係団体、医療関係団
体、福祉関係団体を構成員として、課題を検
討し、施策審議

②地域生活推進事業の利用者数 － 10人 精神科長期入院者の地域移行の推進

③精神科病院からの地域移行者数 － 20人 精神科長期入院者の地域移行の推進

④ピアサポーター啓発活動支援 － 35回 教室等での体験談発表の他、地域交流会、
病院の茶話会、精神科病院の院内研修
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６ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための連携状況

【にも包括構築の体制】令和３年２月に大阪市障がい者施策推進協議会のもとに「精神障がい者地域生活
支援部会」を設置し、保健・医療・福祉関係者により精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい
暮らしを営むことができるよう課題を検討し施策審議を進めている。

所管部署名 所管部署における主な業務

大阪市こころの健康センター
精神保健医療に係る業務・精神保健
福祉に係る相談に関する業務

連携部署名 連携部署における主な業務

福祉局障がい施策部
障がい福祉課

障がい者施策の企画・調査・連絡調整に
関することの業務

福祉局障がい施策部
障がい支援課

障害者総合支援法による障がい福祉
サービス等に関することの業務

福祉局生活福祉部保護課
生活保護に係る業務及び事務の企画及
び調整等

各部門の連携状況 強み・課題等

保健
各区保健福祉センターの精神保健福祉相談員・保健師
が地域レベルの相談支援を行っており、協働と技術支
援にて日常的に連携体制にある。

各区の保健師による地域保健活動部門の中で、保健師が精神
保健福祉相談員を担っており、メンタルヘルスに関する包括的な
健康相談をかねてより担っている。

医療
精神障がい者地域生活支援部会の他、精神保健福祉
審議会、精神医療審査会、精神科救急医療体制整備
事業等各種会議の参画や事業連携の場がある。

精神障がい者地域生活支援部会にて、精神保健福祉にかかる
課題について医療の参画にて検討できる。

福祉

庁内部署を超えた連携は、大阪市障がい者施策推進
協議会やその各部会を通じて図られている。

地域活動支援センターや障がい者基幹相談支援ｾﾝﾀｰ
等地域移行支援やその啓発を協働している。

地域生活移行推進事業の受託事業所（地域活動支援センター
等）との連絡会議を年3回開催し、事業の充実や精神科病院か
らの地域移行の増加について協議している。

その他関係機関・住民等



8

７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための協議の場の実施状況

【その他事項】 ※協議の場運営における課題や悩んでいる点、アドバイザーに相談したい事項など、自由に記載ください

各区の自立支援協議会で行われる区レベルでの地域課題の検討と取り組みとの連携

名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容 特記事項等（課題・強み等）

大阪市障がい者施策推
進協議会 精神障がい者
地域生活支援部会

学識経験者、当事者関係
団体、医療関係団体、福
祉関係団体 計11人

年2回
「にも包括」に係る取り組みの報告
及び課題の検討

保健、医療、福祉、当事者関係団体
それぞれの立場から、幅広い視点
でご意見をいただき、課題の整理や
検討を行っている。
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【その他事項】 ※協議の場の運営における課題や悩んでいる点、アドバイザーに相談したい事項など、自由に記載してください

各区の自立支援協議会で行われる区レベルでの地域課題の検討と取り組みとの連携

名称 協議の場の構成員 開催頻度 実施内容
既存の会議体を活用している場
合はその名称・課題・強み等

大阪市障がい者
施策推進協議会
精神障がい者地
域生活支援部会

保健：大阪市こころの健康セ

ンター（事務局）

年３回
「にも包括」に係る取り組み
の報告及び課題の検討

保健、医療、福祉、当事者関係団体それ
ぞれの立場から、幅広い視点でご意見を
いただき、課題の整理や検討を行ってい
る。

医療：日本精神科看護協会大

阪支部、大阪精神科病院協会、
大阪精神科診療所協会

福祉：大阪精神保健福祉士協

会、大阪市老人施設連盟、地
域活動支援センター（生活支援
型）施設長会議、障がい福祉
サービス事業所、福祉局関係
各課（事務局）

その他関係機関・住民等：学識

経験者、当事者、家族

※赤枠内
必須

７ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築のための協議の場の実施状況
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年度 実施内容 具体的な取組

事業利用予定年数：今年度は利用予定なし

※赤枠内
必須

９ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（長期）
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時期（月） 実施内容 具体的な取組

R８年４月～
３月

５月～２月

５月～３月

退院に向けた意欲の喚起・
地域移行支援に向けた取組
・安定した地域生活の基盤
づくり

地域包括ケアシステムの構
築のための協議の場の開催
（３回）

次期計画策定

・地域生活移行推進事業の実施
・ピアサポーターによる病院啓発
・区精神保健福祉相談員、保健師等への研修、技術支援
・関係機関職員への研修
・ピアサポーター養成講座（８回）
・ピアサポーター交流会（４回）
・ピアサポーターによる市民への啓発
・ピアサポーターによる地域交流会（１回）

精神障がい者地域生活支援部会の開催
今年度は次期計画策定に向けた協議のため、例年より１回多く開催

・ワーキング会議（計画素案の検討）
・障がい者施策推進協議会（計画素案の審議）
・パブリックコメントの実施
・障がい者施策推進協議会（計画案の審議）
・次期計画の策定

到達目標
（Ｒ８年度）

・地域生活移行推進事業、地域移行支援の利用を推進するため、ピアサポーターと協働した病院啓
発及び地域交流会を実施する精神科
・精神科病院入院者を対象とした基礎調査を実施し精神科病院入院者の実態把握と地域移行の
推進を協議する

※必須 10 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けたスケジュール（短期）
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